
　　（店舗等併用住宅で、店舗等の用途に供する部分の床面積が延床面積の２分の１未満のもの）

　□補助対象木造住宅の所有者
　　　ただし、次の条件を満たすこと

・ 個人であること
・ 対象住宅の居住者であること
・ 市税の滞納がないこと
・ 登別市暴力団の排除の推進に関する条例に規定する暴力団員及び暴力団関係事業者でない

こと

　　密診断法により耐震診断を行うこと

・ 建築士事務所に所属する建築士
・ 北海道が定める耐震診断・耐震改修技術者名簿登録閲覧業務事務処理要領に基づく耐震

診断・耐震改修技術者名簿において木造耐震診断の講習区分で登録された者

○補助対象費用

　□実際に耐震診断に要する費用

○補助額

　□補助対象費用の２/３かつ限度額５万円

　□次の条件を満たすものが耐震診断を行うこと

　□事業年度の８月末までに交付申請を行うこと
　□補助金交付決定を受けた年度中に耐震診断に着手し、当該年度の１月末までに耐震診断を完了し
　　実績報告書を提出できること

○補助対象者

○耐震診断の主な条件

　□一般財団法人日本建築防災協会「木造住宅の耐震診断と補強方法」に基づく一般診断法又は精

登別市既存木造住宅耐震診断補助金交付要綱の概要

○補助対象住宅の主な条件

　□登別市内の昭和５６年５月３１日以前に建築確認を得て着工した一戸建て住宅又は併用住宅

　□地上２階建以下の木造在来軸組工法であること
　□建築基準法その他関係法令に違反がないこと



○補助金交付スケジュール及び主な手続きフロー図

８月末まで

１月末まで

申請者（所有者）登別市

（交付申請書提出）

②補助金の交付申請

耐震診断の契約

耐震診断の実施

（実績報告書提出）

③実績報告

（補助金請求書提出）

④補助金の交付請求

補助金交付決定通知
（書類の審査）

補助金確定通知
（書類の審査）

書類の審査

補助金の交付
補助金の受領

【注意】

交付決定後に契約すること。

交付決定後９０日以内に耐

震診断に着手すること。

着手した場合は１４日以内

に着手届を提出すること。

【注意】

実績報告時には耐震診断

委託費の支払いを証明す

る領収書の写しが必要で

す。
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